一般財団法人創造くまもと　個人情報保護に関する規程
　　　　　
　
第１章　総　則

（目的）
第１条　本規程は、一般財団法人創造くまもと（以下「法人」 という。）が保有する個人情報につき、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）その他関連法規の趣旨の下、これを適正に取扱い、法人が掲げる「個人情報に関する基本方針」がめざす個人の権利利益を保護することを目的とする。
（定義）
第２条　本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
１　個人情報
　　　生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日、顔画像等個人を識別する情報のほか個人の属性に関するすべての情報を含み、特定の個人を識別することができるもの及び他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別できるものをいうほか、個人識別符号とする。
　　　　本人が死亡した後においてもその本人の情報を保存している場合及びその情報が同時に遺族等の生存する個人情報と関連がある場合には、個人情報と同様に取り扱う。
２　個人情報データベース等
　　　　個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。
　　　イ　特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの
 　　 ロ　イに掲げるもののほか個人情報を一定の規則に従って整理することにより特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを有するもの
  ３　個人データ
　　　　個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。
４　保有個人データ
　　　　法人が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、個人情報保護法第２条第５項の「保有個人データ」をいう。
　５　本人
　　　　個人情報によって識別される特定の個人をいう。
６　要配慮個人情報
　　　　個人の心身の機能の障害、健康診断の結果、医師等の指導ならびに診療の記録、刑事事件手続きの状況等、不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱に特に配慮を要するものをいう。
（基本理念）
第３条　法人は、個人情報が、個人の人権尊重という理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることに鑑み、その適正な取扱いを図るものとする。
（適用範囲）
第４条　本規程は、コンピュータ処理がなされているか否か、及び書面に記録されているか否かを問わず、法人において処理される全ての利用者の個人情報、要配慮個人情報、個人データ及び保有個人データ（以下「個人情報等」という。）の取扱いにつき定めるものとする。
第２章　個人情報等の取扱いについて

第１節　個人情報等の利用について
（利用目的の特定）
第５条  法人は、個人情報を取扱うにあたっては、利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特定するとともに、それを公表する。
２　　法人は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行わない。
（利用目的による制限）
第６条　法人は、あらかじめ本人の同意を得ることなく、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱わない。
２　法人は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ることなく、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱わない。
３　前２項の規定は、次に揚げる場合については、適用しない。
イ　法令に基づく場合
ロ　人の生命、身体又は財産の保護のため必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難である場合
ハ　公衆衛生の向上のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難である場合
ニ　国若しくは地方公共団体に協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす恐れがある場合
（適正な取得）
第７条　法人は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得しない。
　２　法人が個人情報等を取得するに当たっては、本人確認のうえ本人の意思表示により同意を得る。このとき、本人が書面または口頭により適正に直接提供された情報は同意があったものとみなすことができる。
３　本人の心身の状況により意思表示が困難な場合は家族等からの同意を得る。
４　個人情報等を第三者提供の方法により取得した場合、提供元が同意を取得していることが前提であるため、あ
らためて同意を得る必要はないものとすることができる。
（取得に際しての利用目的の通知等）
第８条　法人は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合及び取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合を除き、速やかにその利用目的を本人に通知し、又は公表する。
２　　法人は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書及びその他の書面（住民票、通帳、年金手帳等、或いは電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示する。
３　法人は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、又は公表する。
４　前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。
　　イ　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する恐れがある場合
　　ロ　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより法人の権利又は当該業務の遂行に支障を及ぼす恐れがある場合
　　ハ　国若しくは地方公共団体に協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該業務の遂行に支障を及ぼす恐れがある場合
　　ニ　取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合
（第三者提供の制限）
第９条　法人は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで個人データを第三者に提供しない。
　　　イ　法令に基づく場合
　　　ロ　人の生命、身体又は財産の保護のため必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難である場合
　　　ハ　公衆衛生の向上のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難である場合
ニ　個人情報保護の保護に関する法律第２３条第２項ないし同第４項（共同利用）の方法による場合
　２　　法人は、個人データの第三者提供について本人の同意があった場合で、その後、本人から第三者提供の範囲の一部についての同意を取り消す旨の申出があった場合は、その個人データの取扱については、本人の同意のあった範囲に限定して取り扱う。
　３　法人が個人情報等を第三者に提供した場合は文書または電磁的記録によりその提供年月日、提供先の氏名または名称、提供内容について記録し、３年間保存する。ただし、本人の依頼により代理として提供した場合はこの限りではない。

第２節　個人情報等の登録・保管・廃棄について
（データ内容の正確性の確保）
第10条　法人は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つように努める。
（安全管理措置）
第11条　法人は、取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じる。
（文書等管理に関する規則の整備）
第12条　法人は、文書等の登録・保管・廃棄に関し、前二条の趣旨に照らし必要な事項について、本規程に定めるところに基づき必要な措置を行うものとする。

第３節　職員及び委託先の監督
（職員に対する指導・監督）
第13条　法人は、第２章第１節及び第２節の各規定にかかる各事項を具体的に実践するために必要な事項について本規程の定めにより、全ての職員にこれを遵守させるものとする。
（委託先の監督）
第14条　法人は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、委託事業者における個人情報保護へ向けた対応の状況等に照らし、委託を行うことの適切性を検討するとともに、委託事業者との間で業務委託における個人情報に関わる契約書を締結した上で提供を行うものとし、かつ、委託先に対しては適切な監督を行うものとする。
　　
第４節　本人からの開示等の申請に対する対応
（本人からの請求に対する対応）
第15条　法人は、保有個人データについて個人情報保護法25条ないし27条の規定に基づき、開示及び利用停止等の申請が行われた場合は、これが個人情報に関する本人の権利に基づくものであることを十分に理解した上で、合理的な期間、妥当な範囲でこれに適切に応ずるものとする。
（規則の整備）
第16条　法人は、前条の規定にかかる義務を適切に履行するため必要な事項について規則を必要に応じ定め、これに基づき必要な措置を行うものとする。

第５節　法人に対する相談・苦情への対応
（法人による相談・苦情の対応）
第17条　法人は、個人情報の取扱いに関する相談・苦情の適切かつ迅速な対応に努める。
  
第３章　個人情報管理に向けた体制

（個人情報管理）
第18条　法人は、法人に個人情報保護責任者を置く。
２　　個人情報保護責任者は、個人情報の保護に関し、内部規則の整備、安全対策及び教育・訓練を推進し、かつ、周知徹底することを任務とする。
３　　個人情報保護責任者は、この規程に定められた事項を遵守するとともに、個人情報の取得、利用、提供又は委託処理につき、全ての役員及び職員にこれを理解させ、遵守させなければならない。
４　　個人情報保護責任者は、個人データの安全管理措置について定期的に自己評価を行い、見直しや改善を行う。
５　　個人情報保護責任者は、個人情報漏えい等の問題が発生した場合において、理事会に報告・協議し、二次被害の防止対策を講じるとともに、個人情報の保護に配慮しつつ、可能な限り事実関係を公表する。
（教　育）
第19条　個人情報保護責任者は、法人の業務に従事する全ての役員及び職員に対し、個人情報にかかる個人の権利保護の重要性を理解させ、かつ、個人情報管理の適正で確実な実施を図るため、継続的かつ定期的に教育・訓練を行うように努める。
（監　査）
第20条　個人情報保護責任者は、法人における監事に報告し、個人情報の管理の状況について監事の監査を受ける。
２　　監事は、その監査により、個人情報の管理について改善すべき事項があると認めるときは、理事会に報告し、関係する役員あるいは職員に対し、改善のための必要な指示を行わなければならない。
３　　前項の指示を受けた者は、速やかに、改善のため必要な措置を講じ、かつ、その内容を監事に報告しなければならない。

第4章　個人情報に関する文書等管理

（定　義）
第21条　本規程において「文書等」とは、法人が業務上作成し、又は取得した第２条に定めるもので、組織的に用いるものとして、法人が保有しているものをいう。
（文書管理者）
第22条　法人に、文書等管理に関する事務を統括し、文書等管理に関する事務の指導監督及び研修等を行うため、文書管理者１人を置く。
２　　文書管理者は、代表理事とする。
３　　文書管理者は、当法人が取得又は保有する文書類について、業務若しくは事務の性質・内容等に応じて文書等の分類基準を作成する。
（文書等の登録（入力））
第23条　各部署が取得した文書等を記録ファイル（個人情報の検索可能なもの）若しくはデータベースに登録（編綴することを含む）又は入力する場合においては、文書管理者が登録又は入力に係る作業責任者となる。
２　　文書管理者は、具体的な登録又は入力作業を行う作業担当者を指名する。
３　　前項の登録又は入力は、文書管理者及び作業担当者のみが行うことができる。ただし、文書管理者が特に承認を与えた者については、この限りでない。　　
４　　文書管理者は、登録又は入力に係る作業を行う場所の鍵又はセキュリティシステム等を管理する。
５　　登録又は入力に関する作業手順は、文書管理者の指示に基づき行うものとする。
６　　登録又は入力に係る作業が行われる前において、文書管理者は、作業担当者が作業をする権限を有することを確認する。
（文書等の保管（保存）方法および期間）
第24条　記録ファイル若しくはデータベースに登録（編綴することを含む）又は入力された文書等は、当法人事務所において保存する。
（文書等の保管（保存）作業）
第25条　法人が取得した文書等の保管又は保存については、文書管理者が、保管又は保存に係る作業を行う作業責任者となる。
２　　文書管理者は、具体的な保管又は保存作業を行う作業担当者を指名する。
３　　文書管理者は、保管若しくは保存する部屋又は保管庫等の鍵又はセキュリティシステム等を管理する。
４　　保管又は保存に係る作業は、原則として文書管理者及び作業担当者のみが行うことができる。ただし、文書管理者が特に承認を与えた者については、この限りでない。
５　　文書管理者又は作業担当者以外の者は、文書等の保管又は保存について、原則としてその作業を文書管理者及び作業担当者の監督の下に行わなければならない。
（文書等の廃棄（消去）手順および作業）
第26条　保管又は保存期間の経過した文書等については、個人情報の漏洩に配慮して廃棄する。
２　　文書管理者は、保管又は保存期間の経過した文書等について業務の遂行上必要があると認めるときは、理事会に報告し、承認を受け、一定の期間を定めて保管又は保存期間を延長することができる。

第5章　個人情報の取り扱い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（個人情報の利用目的と取り扱い）
第27条　法人が取得し、利用する利用者の個人情報の利用目的は以下のとおりである。
　　[法人の内部での利用に係る利用目的]
（１）法人が目的遂行のために必要な事業への使用
（２）法人の管理業務
[他の事業者等への情報提供を伴う利用目的]
　　　（１）業務委託
　　　（２）行政への届出及び申請
　　　（３）損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等
２　　新たに個人情報を取得する場合であっても、前項の利用目的のために取得することができる。
３　　法人における業務遂行に当たって、新たな利用目的のために新たな個人情報を取得する必要が生じた場合の個人情報の取得に当たっては、本人の同意を得て取得しなければならない。
４　　新しい利用目的の通知又は公表の適否の判断については、代表理事が行うこととする。
５　　法人の業務遂行に当たって、既に存在する利用目的と利用の実態が一致しない場合その他業務遂行に当たって、既に存在する利用目的を変更する必要が生じた場合は、変更を必要とする理由及び変更後の利用目的等を本人に示し、同意を得ることとする。
（個人情報の利用）
第28条　個人情報を目的外利用してはならない。
２　　取得した個人情報を目的外利用する必要が生じた場合は、利用にあたっては本人の同意を得ることとする。
　（個人データの第三者提供）
第29条　個人データは、法令及び法人の個人情報に関する規程の第９条に定める場合のほかは、第三者に提供してはならない。
２　　法人の業務遂行に当たって、個人データの第三者提供の必要が生じた場合は、代表理事が先決し、理事会に報告する。
３　　個人データを別の法人等と共同利用する必要が生じた場合は、本人の同意を得ることとする。
４　　共同利用を行うかどうかについては、必要に応じて代表理事が決定する。
５　　職員の研修等で利用する場合、又は理事会および評議員会で利用する場合には、個人が特定されないよう匿名化するように努める。
（個人データの安全管理）
第30条　個人情報の漏えいを防止するため、個人データの記録された書類、ノートパソコン、フロッピーディスク、ＭＯディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＵＳＢメモリなどを法人事務所外に持ち出してはならない。
[bookmark: _Hlk34314374]２　　前項の場合に、法人事務所外に持ち出さざるを得ない理由がある場合には、代表理事に理由を申し出て、その承認を受けなければならない。
３　　業務上の必要から、個人データの記録された媒体のコピーを作成する場合は、代表理事に理由を申し出て、その承認を受けなければならない。
４　　代表理事が、前項を承認した場合は、承認した旨を記録しておかなければならない。
５　　業務上、個人データが記録された書面等をファクシミリで送信する場合は、宛先を確認した上で、異なる宛先に送信されることのないように十分に注意しなければならない。
６　　個人データを記録している媒体を保管若しくは保存する部屋又は保管庫などの開閉は、開閉する権限を与えられた者以外の者は行ってはならない。ただし、当該権限を与えられた者のうちの責任者（文書管理者）の承認を受けた場合はこの限りでない。
７　　前項の承認をした場合は、当該権限を与えられた者のうちの責任者（文書管理者）は、承認したこと及び承認を与えた職員の氏名等を記録し、個人情報管理責任者に報告しなければならない。
８　　個人データの保管、保存、廃棄又は消去に関する作業についても、第６条の８の規定を準用する。
９　　保管（保存）期間の終了した個人データは、廃棄される前であっても利用してはならない。
10　　その他、個人データの管理等については、関連する各規程を遵守しなければならない。
（保有個人データの開示申請等）
第31条　保有個人データの利用目的通知申請、開示申請、訂正等申請及び利用停止等申請に関する対応については、開示申請等に関する定めを遵守しなければならない。
（教育研修）
第32条　職員は、法人の定める個人情報に関する以下の研修を必ず受講しなければならない。
（１）採用時研修
（２）採用後の少なくとも年１回開催される継続研修
（法令の遵守）
第33条　職員は、個人情報保護法を遵守し、法人の有する利用者等の個人情報について退職後も開示しないことを誓約しなければならない。

第6章　個人情報にかかる開示申請等
　　　　　　　　　　　　　　　
（開示等の窓口）
第34条　法人の保有する保有個人データの本人又は代理人からなされる当該保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正等及び利用停止等の各申請（以下、「開示申請等」という。）、相談・苦情への対応のために、個人情報保護責任者の下に個人情報相談窓口（以下、総称として「窓口」という。）を置く。
２　　窓口の電話番号、ファクシミリ番号は、下記のとおりとする。
　　　　　　　電話・FAX番号　096-240-3028
４　　相談窓口の開設時間は、平日午前10時から午後５時とする。
（申請の受付）
第35条　本人からの開示申請等は、開示申請書、利用目的通知申請書、訂正等申請書又は利用停止等申請書（以下、「開示等申請書」という。）を法人事務所にて提出することによって受け付ける。
２　　前項の開示等申請書の提出は、来所による直接提出、郵送による提出、ファクシミリによる提出のいずれかの方法で行うことができる。
３　　法人事務所においては電話による口頭の申請は原則として受け付けないものとする。ただし、法人事務所において電話により口頭で申請する旨を告げられた後に、法人から開示等申請書を郵送等で行い、その後に申請書が提出された場合においてはこの限りではない。
（本人確認方法）
第36条　本章の定めによる申請に係る本人の確認方法は、原則として次のとおりとする。
（１）来所の場合
運転免許証、旅券（パスポート）、健康保険の被保険者証又は外国人登録者証の原本（やむを得ない理由がある場合は写し）の提示による。
　　（２）郵送又はファクシミリの場合
　　　　　以下のいずれかの方法により確認をする。
①運転免許証、旅券（パスポート）、健康保険の被保険者証又は外国人登録者証の写し及び住民票の写しの送付を受ける方法
②運転免許証、旅券（パスポート）、健康保険の被保険者証又は外国人登録者証の写しの送付を本人から受けるとともに、これらの写しに記された本人の住所あてに文書を書留郵便により送付する方法
２　　本人から前項以外の方法による本人確認の希望があった場合、その方法が本人確認方法として適切であると判断した場合は、本人が希望をする方法によって、本人確認を行なう。

（代理人による申請の場合の確認方法）
第37条　本章の定めによる申請が、代理人によってなされた場合の代理人の本人性ならびに代理人の関係性の確認方法は、原則として次のとおりとする。
（１）来所の場合
　　　　代理人の本人性の確認については、第38条の１（１）の確認方法を準用する。本人と代理人の関係性について、成年被後見人の法定代理人であるときは、後見開始審判書又は成年後見登記事項証明書で確認をする。
代理人が任意代理人であるときは、委任状及び印鑑登録証明書で確認をする。ただし代理人が弁護士、司法書士、行政書士等その業務上委任を受けて代理人となる資格を有する者（以下、「資格者」という。）であるときは、当該資格を証明する資料（身分証明書、登録番号、職印に係る印鑑登録証明書等）で確認をする。
（２）郵送又はファクシミリの場合
　　　　代理人の本人性の確認については、第38条の１（２）①の確認方法を準用する。
本人と代理人の関係性について、の確認は前項を準用する。
２　　代理人から前項以外の方法による代理人の本人性ならびに代理権限確認の希望があった場合、その方法が確認方法として適切であると判断した場合は、当該方法によって、確認を行うことができる。
（死者の保有個人データに係る開示申請等）
第38条　死者の相続人等により、死者の保有個人データの開示等申請がなされた場合には、申請者の本人性を確認するとともに、申請者に対して、死者と申請者との関係を明らかにするよう求める。そのために戸籍謄本等の書面及び死者の保有個人データの開示等を求める必要性についての説明を求めるとともに、その必要性を根拠づける資料等の提出、送付を求めることができる。
（開示等申請書の記載事項等）
第39条　開示等申請書には、次に掲げる事項を記載する欄を設ける。
（１）申請者（本人又は代理人）の氏名、住所又は居所、電話番号
（２）開示等申請に係る保有個人データを特定するに足りる事項
（３）申請者が代理人の場合において、本人の氏名、住所又は居所、電話番号とその関係性
（４）申請者の本人性の確認方法をチェックする欄
（５）申請者が代理人の場合において、代理人の権限及び資格の確認方法をチェックする欄
（６） 死者の保有個人データの開示等申請の場合における、死者と申請者の関係の確認方法をチェックする欄及び申請の必要性
（７）訂正等申請の場合における、訂正、追加又は削除の別ならびに訂正等をすべき理由及び訂正等をすべき内容
　（８）利用停止等申請の場合における、利用の停止、消去又は第三者への提供の停止の別ならびに利用停止等を求める根拠（※）又は理由
　　　　　※保有個人データが法第１６条の規定に違反して取り扱われている（目的外利用）、法第１７条の規定に違反して偽りその他不正の手段により取得された又は法第２３条第１項の規定に違反して第三者に提供されているという根拠
２　　開示等申請書に記載事項漏れ、保有個人データの不特定など形式上の不備があった場合、法人は、相当期間を定めて訂正を求めるとともに、受け付けをしないことができる。
３　　開示申請等に係る保有個人データを特定するに足りる事項の記載にあたっては、申請者からの相談に応じ、又は申請者に対して当該保有個人データの特定もしくは探索のための情報の提供を行うなどにより、開示申請等が円滑に行われるよう努める。
４　　訂正等申請がなされた場合において、申請者に対して次のことを求めることができる。
・訂正等申請書に記載されている訂正等をすべき理由及び訂正等をすべき内容を根拠づける資料の提出、送付
・訂正等を求める保有個人データの内容が事実に反している又は訂正等後の保有個人データの内容が事実に合致することを根拠づける資料等の提出、送付
ただし、当該資料等の提出等にあたっては、申請者に負担とならないよう配慮するものとし、どのような資料等を提出すればよいかについて、適宜、申請者に説明をする。
５　　利用停止等申請がなされた場合において、申請者に対して、利用停止等申請書に記載されている利用停止等を求める根拠及び理由に係る資料等の提出、送付又は送信を求める。
ただし、当該資料等の提出等に当たっては、申請者に負担とならないよう配慮し、どのような資料等を提出すればよいかについて、適宜、申請者に説明をする。
６　　開示等申請書の記載内容に不明な点があった場合、申請者の相談に応じ、又は申請者から口頭等による聴取、確認を行い、又は記載内容を明確にするために参考となる情報を提供するなどして、開示等申請が円滑に行われるよう努めるものとする。
（開示申請等に対する法人内の判断経路等）
第40条　開示等申請は、すべて一旦、法人事務所において受付ける。
２　　受付後は速やかに本人及び代理人の本人性確認ならびに代理人の権限及び関係性の確認をし、開示等申請書　　　
の記載内容及び資料等に不備のないことを確認する。
３　　開示申請等が、来所、郵送又はファクシミリでなされた場合は、必ず開示等申請書及び資料等の写しを取り、　
保管をする。
４　  開示申請等に対して、開示等をするか否か、その範囲に関する判断は代表理事が判断する。
（保有個人データの利用目的の通知申請への対応）
第41条　利用目的通知申請書により利用目的の通知の申請があったとき、申請者に対し、「利用目的に関する通知書」により、本規程に定める期間内に、利用目的を通知する。
ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。
（１）法２４条１項に基づき行った措置（全ての保有個人データの利用目的を、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置いたこと）により、申請に係る利用目的が明らかな場合
（２）利用目的を本人に通知することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
（３）利用目的を本人に通知することにより当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
（４）国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　　申請に係る保有個人データの利用目的を通知しない旨の判断をしたときは、「利用目的に関する通知書」により、申請者に対し、本規程に定める期間内に、申請者の選択した方法で、通知しない旨とともに、前条ただし書きのいずれに該当するか等の通知しない理由を記載して、通知する。
３　　本規程で定める手数料の支払いが、利用目的通知申請受付の日の翌日から起算して７日以内に支払われないときは、利用目的の通知を拒否することができる。
（開示申請への対応）
第42条　開示申請書により開示申請があったときは、検討の結果に基づき、「開示に関する通知書」により、申請者
に対して、本規程に定める期間内に、開示致する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、その全　
部又は一部を開示しないことができる。
（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
（２）当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
　 　 （３）他の法令に違反することとなる場合
（訂正等申請への対応）
第43条　訂正等申請書により訂正等申請があったとき、訂正等に係る保有個人データが「事実」でないことが判明した場合、「訂正等に関する通知書」により、申請者に対し、本規程に定める期間内に、具体的な訂正等の内容を通知する。ただし、前条の（１）、（２）、（３）のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部の訂正等をしないことができる。
２　  申請に係る保有個人データの全部又は一部について訂正等を行わないと決定をしたときは、「訂正等に関する通知書」により、申請者に対し、本規程に定める期間内に、通知するものとする。
３　　申請に係る保有個人データの全部又は一部を訂正等しない旨及び一部を訂正等する場合は、その部分について具体的な訂正等の内容を記載するとともに、訂正等をしない部分について、「事実」に合致している又は前条ただし書きのいずれか該当する等、訂正等をしない理由を記載して通知する。
（利用停止等申請への対応）
第44条　利用停止等申請書により利用停止等申請があったとき、法第１６条１項、第１７条又は第２３条第１項に違反することが判明した場合は、「利用停止等に関する通知書」により、申請者に対し、本規程に定める期間内に、具体的な利用停止等の措置の内容について通知する。
２　　利用停止等を行うか否かの判断をするにあたっては、原則として、利用停止等を申請された保有個人データについて法第１６条１項、第１７条又は第２３条第１項の違反があったかどうかについて、申請者が提出等をした資料等も参考にしながら遅滞なく必要な調査を行い、その調査結果に基づき判断をするものとする。
３　　利用停止等の措置をとることについて、多額の費用を要することその他利用停止等の措置をとることが困難であると判断したときは、しかるべき救済措置あるいは賠償するなどの代替的措置を検討する。
４　　申請に係る保有個人データの全部又は一部について利用停止等を行わないとする決定又は前項に定める代替的措置を講じるとする決定をしたときは、「利用停止等に関する通知書」により、申請者に対し、本規程に定める期間内に、通知するものとする。
５　　利用停止等の方法に係る具体的内容については、次のとおりとする。
（１） 保有個人データがコンピュータによりデータベース化されている場合は、法人又はデータベース化を委託している個人情報取扱事業者において端末を操作し、当該保有個人データをデータベースから消去し、個人識別性を消滅させる措置をとり、当該保有個人データに個人情報取扱事業者又は提供先の第三者がアクセスできないような措置をとる。又必要に応じて個人情報取扱事業者と第三者との間の情報提供に係る契約・取決め等を解約するなどの対応を行う。
（２）　保有個人データが書面等の場合は、当該保有個人データが記載されている書面等を廃棄し、第三者に提供していた書面等を全て回収する。又第三者に当該書面等を使用しないように確約させるものとする。加えて、必要に応じて個人情報取扱事業者と第三者との間の情報提供に係る契約・取り決め等を解約するなどの対応を行う。
（開示等決定等の期限）
第45条　開示等に係る申請者に対する通知は、開示申請等を受け付けた日の翌日から起算して30日以内に行うこととする。ただし、訂正を求められた場合に、当該訂正に要した日数又は開示等申請書の記載内容を明確にするために要した日数は、当該期間に算入しないこととする。
２　　前項の規定に関わらず、事務処理上の困難その他正当な理由があるとして前項に定める期間の延長の希望が出されたときは、直ちにその適否を判断する。期間の延長が適切であると認めるときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができることとする。この場合において、申請者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を通知する。
３　　開示等に係る判断・決定に特に長期間を要するため、前二項の規定にかかわらず、期間の延長の希望が出されたときは、代表理事は直ちにその適否を判断する。適切であると認めるときは、相当の期間内に開示等に係る判断・決定を行い、その後すみやかに申請者に対する開示等に係る通知を行うこととする。この場合において、申請者に対し、前二項に規定する期間内に、前二項の規定にかかわらず期間の延長を行う理由及び開示等に係る通知を行う期限を通知する。
（死者の保有個人データに係る開示申請等の拒否）
第46条　死者の相続人等により、死者の保有個人データの開示申請等がなされた場合、申請者からの、死者の保有個人データの開示等を求める必要性の説明及びこれを根拠づける資料等の提出あるいは送付を求めることができる。検討した結果、当該死者の保有個人データが、申請者に関する保有個人データではないと認めるときは、開示等を拒否することができるものとする。
２　　６ヵ月以内に消去（更新は含まない）することとされている個人データの開示申請等がなされた場合は「保有個人データ」に該当しないので、その旨を申請者に通知し、開示申請等を拒否することとする。
 （手数料）
第47条　利用目的の通知申請又は開示申請をする者から徴収する手数料の額は、次のとおりとする。
　　　　（１）利用目的の通知に係る手数料
　　　　　　　利用目的の通知１件につき5,000円（定額）
　　　　（２）開示申請に係る手数料
　　　　　　　開示申請１件につき5,000円（定額）
　　　　（３）開示実施手数料
　　　　　　　開示実施文書１枚につき100円
２　　前項の手数料の徴収は、（１）については、「利用目的に関する通知書」による通知到達後、（２）及び（３）の手数料は、開示の実施終了後に現金払い、又は現金書留、金融機関への振込みによる支払いの方法で徴収するものとする。このとき、支払いに関する手数料は申請者の負担とし、申請時に説明する。
（開示等申請書書式の公表等）
第48条　開示等申請書の書式その他の開示申請等の方式、本人及び代理人の本人性確認方法、代理人権限の確認方法ならびに手数料の額及びその徴収方法を、法人事務所にて常時掲示する。また、保有個人データの本人から問い合わせがあった場合、すみやかに回答するものとする。
（相談・苦情）
第49条　個人情報の取扱いに関する相談・苦情の受付（開示等に係る法人の措置に対する申請者からの不服の申立の受付を含む）及びその対応については、法人事務所が担当する。
（施行）
第50条　本規程は令和2年4月1日より全面改正施行する。
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令和　　年　　　月　　　日

一般財団法人　創造くまもと
代表理事　　下　　川　　　寛　殿

　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

個人情報保護法の規定に基づき、以下のとおり個人情報の開示を請求します。

· 下記の必要事項を記入され、必要な本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等を添付の上、当法人の個人情報相談窓口係にご持参下さい。または、ご郵送、ファクシミリでも受け付けております（郵送料又は通信料は請求者のご負担となります）。なお、本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等の添付方法は、持参、郵送、ファクシミリで異なりますので、法人事務所にお問い合わせください。
· 太枠内は必須記載事項となります。ご記入漏れのないようご注意ください。
	開示の対象者の特定に係る情報
	ふりがな
	

	
	
氏　　名

	

	
	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	
	
住　　所

	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	メールアドレス
	　お持ちの方のみご記入ください

	
	本人を確認できる書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート
４外国人登録証　５その他（　　　　　　　　　　）


※　開示を希望される個人情報について具体的にお書き下さい





※　通知書は、原則として申請者の住所となります。
	代理人等による申請の場合の申請者に係る情報
	ふりがな
	

	
	代理人等の
氏　　　名
	

	
	代理人等の
住　　　所
（事務所）
	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　　－　　　

	
	代理人等の区別
	１家族　　2親族　　３成年後見人　４代理人　　　　　　　　
５その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	代理権等確認書類等
	１戸籍謄本　２後見開始審判書又は成年後見登記事項証明書　
３委任状　　４資格者の種類及び登録番号　　５身分証明書
６職印に係る印鑑登録証明書
７その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	申請者の本人確認書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　４外国人登録証
５その他（　　　　　　　　　　）




（注）代理人等が申請する場合のみご記入ください。
	代理人等が開示を申請する必要性（できる限り具体的にご記入ください）









	開示を求める対象者と代理人との関係（できる限り具体的にご記入ください）













　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
個人情報の開示に関する通知
　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　　下　川　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個人情報保護法に基づく　　　年　　　月　　　日付けの　　　　　様からの開示の申請に対しまして、当法人が保有する　　　　　　様の個人情報につきましてご通知申し上げます。

（ご回答）下記、及び別紙のとおり開示いたします。
●申請がありました当法人が保有している　　　　　様の個人情報について

取得年月日　：　　　年　　　月　　　日　　
取得方法　　：　　　　　　　　　　　　　　
更新年月日　：　　　年　　　月　　　日　　
以下の通りです







その他の情報（※必要に応じて資料を添付致します）

●全部又は一部につき開示しない理由につきまして以下にご回答します。

□当法人は申請のありました　　　　　様の個人情報を保有しておりません。
□当法人は申請のありました　　　　　様の個人情報を保有しておりますが、以下の理由に基づき不開示（全部・一部）といたします。
※法第25条第1項第　号に該当します。
□一部開示（別紙のとおり一部について開示をいたします）
（具体的事情につきましては以下のとおりです）





個人情報利用目的通知申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日
一般財団法人　創造くまもと　
代表理事　　下　　川　　　寛　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
個人情報保護法の規定に基づき、以下のとおり個人情報の利用目的通知を申請します。

· 下記の必要事項を記入され、必要な本人確認書類等を添付の上、当法人の個人情報相談窓口係にご持参ください。または、ご郵送、ファクシミリでも受け付けております（郵送料又は通信料は申請者のご負担となります）。なお、本人確認書類等の添付方法は、持参、郵送、ファクシミリで異なりますので、法人事務所にお問い合わせください。
· 太枠内は必須記載事項となります。ご記入漏れのないようご注意ください。
	利用目的通知の対象者の特定に係る情報
	ふりがな
	

	
	
氏　　名

	

	
	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	
	
住　　所

	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	メールアドレス
	
お持ちの方のみご記入ください

	
	本人を確認できる書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　　４外国人登録証　５その他（　　　　　　　　　　）

	※　利用目的について開示を希望される情報についてお書き下さい

	※　通知書は、原則として申請者の住所となります。

	代理人等による申請の場合の申請者に係る情報
	ふりがな
	

	
	代理人等の
氏　　　名
	

	
	代理人等の
住　　　所
（事務所）
	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	代理人等の区別
	１家族　　2親族　　３成年後見人　４代理人　　
５その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	代理権等確認書類等
	１戸籍謄本　２後見開始審判書又は成年後見登記事項証明書　
３委任状　　４資格者の種類及び登録番号　　５身分証明書
６職印に係る印鑑登録証明書　７その他（　　　　　　　　）

	
	申請者の本人確認書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　　４外国人登録証　　５その他（　　　　　　　　　　）


（注）代理人等が申請する場合のみご記入ください。
	代理人等が利用目的の通知を申請する必要性（できる限り具体的にご記入ください）










	利用目的の通知を求める対象者と代理人との関係（できる限り具体的にご記入ください）















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　令和　　年　　月　　日

個人情報の利用目的に関する通知
　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　下　川　　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個人情報保護法に基づく　　　　年　　月　　日付けの　　　　　　様からの申請に対しまして、当法人が保有する　　　　　　　様の個人情報の利用目的についてご回答申し上げます。

■当法人が保有している　　　　　　様に関する個人情報の利用目的は以下のとおりです。

□詳細は「個人情報の利用目的」（別紙）に明示してあります
□以下の通りです











■当法人が保有している　　　　　　様に関する個人情報の利用目的について、通知をしない理由は以下のとおりです。

[通知をしない理由]
· 法第18条第4項第　号に該当します







様式　　　　　号
個人情報訂正等申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日

一般財団法人　創造くまもと　
代表理事　　下　　川　　　寛　殿

　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

個人情報保護法の規定に基づき、以下のとおり個人情報の訂正等を申請します。

· 下記の必要事項を記入され、必要な本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等を添付の上、当法人の個人情報相談窓口係にご持参下さい。または、ご郵送、ファクシミリでも受け付けております（郵送料又は通信料は請求者のご負担となります）。なお、本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等の添付方法は、持参、郵送、ファクシミリで異なりますので、個人情報相談窓口係にお問い合わせください。



· 太枠内は必須記載事項となります。ご記入漏れのないようご注意ください。
	個人情報訂正の対象者の特定に係る情報
	ふりがな
	

	
	
氏　　名

	

	
	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	
	
住　　所

	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	メールアドレス
	
お持ちの方のみご記入ください

	
	本人を確認できる書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　　４外国人登録証　　５その他（　　　　　　　　　　）



· 通知書は、原則として申請者の住所となります。


	代理人等による申請の場合の申請者に係る情報
	ふりがな
	

	
	代理人等の
氏　　　名
	

	
	代理人等の
住　　　所
（事務所）
	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	代理人等の区別
	１家族　　2親族　　３成年後見人　４代理人　　
５その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	代理権等確認書類等
	１戸籍謄本　２後見開始審判書又は成年後見登記事項証明書　
３委任状　　４資格者の種類及び登録番号　　５身分証明書
６職印に係る印鑑登録証明書
７その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	申請者の本人確認書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　　４外国人登録証　５その他（　　　　　　　　　　）




（注）代理人等が申請する場合のみご記入ください。
	代理人等が個人情報の訂正を申請する必要性（できる限り具体的にご記入ください）








	個人情報の訂正を求める対象者と代理人との関係（できる限り具体的にご記入ください）















※該当する番号に○印をつけ、訂正（項目・内容・理由）、追加（項目・内容・理由）、削除（項目・内容・理由）をご記入ください。
	申請に係る訂正等の項目及び内容の区分
	１　訂　　正

	
	訂正項目
	内容（訂正前）
	内容（訂正後）
	理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	２　追　　加

	
	追加項目
	内容（訂正前）
	内容（訂正後）
	理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	３　削　　除

	
	削除項目
	内容（訂正前）
	内容（訂正後）
	理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	













　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
個人情報の訂正等に関する通知

　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　下　　川　　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個人情報保護法に基づく　　　　年　　月　　日付けの　　　　　　様からの申請に対しまして、当法人が保有する　　　　　　　様の個人情報の訂正等についてご回答申し上げます。

□ご請求の下記の情報につきまして訂正等いたしました。（別紙の添付資料も参照下さい）
●訂正等の内容について
　□訂正　　　□追加　　　□削除
●訂正後の当法人が保有している　　　　　様の個人情報（該当するものについて記入）

□訂正・追加の場合
　　　　　年　　月　　日、下記のように訂正いたしました。（別紙の添付資料も参照下さい）








□削除の場合

　　　　年　　月　　日、　　　　様の個人情報を削除いたします。当法人は保有しておりません。
（別紙の添付資料も参照下さい）

（注）全部又は一部につき訂正をしない場合につきまして下記にご回答します。
　
以下の理由により訂正等（全部・一部）はいたしません。
□現在当法人が保有する　　　　　様の個人情報は事実に合致しています。
□現在当法人が保有する　　　　　様の個人情報は「評価情報」です。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




個人情報利用停止等申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日

一般財団法人　創造くまもと　
代表理事　　下　　川　　　寛　殿
　
　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

個人情報保護法の規定に基づき、以下のとおり個人情報の利用停止等を申請します。

· 下記の必要事項を記入され、必要な本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等を添付の上、当法人の個人情報相談窓口係にご持参下さい。または、ご郵送、ファクシミリでも受け付けております（郵送料又は通信料は請求者のご負担となります）。なお、本人確認書類、代理人確認書類、代理権等確認書類等の添付方法は、持参、郵送、ファクシミリで異なりますので、個人情報相談窓口係にお問い合わせください。



· 太枠内は必須記載事項となります。ご記入漏れのないようご注意ください。
	個人情報訂正の対象者の特定に係る情報
	ふりがな
	

	
	
氏　　名

	

	
	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	
	
住　　所

	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	メールアドレス
	
お持ちの方のみご記入ください

	
	本人を確認できる書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　４外国人登録証
５その他（　　　　　　　　　　）


※　通知書は、原則として申請者の住所となります。
	代理人等による申請の場合の申請者に係る情報
	ふりがな
	

	
	代理人等の
氏　　　名
	

	
	代理人等の
住　　　所
（事務所）
	〒　　－

	
	電話番号
	（　　　　）　　－　　　

	
	代理人等の区別
	１家族　　2親族　　３成年後見人　４代理人　　
５その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	代理権等確認書類等
	１戸籍謄本　２後見開始審判書又は成年後見登記事項証明書　
３委任状　　４資格者の種類及び登録番号　　５身分証明書
６職印に係る印鑑登録証明書
７その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	申請者の本人確認書類等
	１運転免許証　２健康保険証等　３パスポート　　　　　　　４外国人登録証　　５その他（　　　　　　　　　　）




（注）代理人等が申請する場合のみご記入ください。
	代理人等が個人情報の利用停止等を申請する必要性（できる限り具体的にご記入ください）








	個人情報の利用停止等を求める対象者と代理人との関係（できる限り具体的にご記入ください）










　



（注）該当する番号に○印をつけ、それぞれ理由を具体的にご記入ください。

※第三者提供の停止は、施設に来所される不特定多数の方への提供も含まれるので、不特定多数の方への提供の停止を申請の場合は、提供方法（例：施設内での氏名の掲示等）をご記入ください。
	申　請　に　係　る　利　用　停　止　等　の　方　法　の　区　分
	１　利用停止

	
	①　利用目的達成に必要な範囲を超えた利用（目的外利用）

	
	




	
	②　不正の手段による取得

	
	




	
	２　消　　去

	
	①　利用目的達成に必要な範囲を超えた利用（目的外利用）

	
	




	
	②　不正の手段による取得

	
	




	
	３　第三者提供（提携先又は提供方法並びに停止を求める項目）

	
	












　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
個人情報の利用停止に関する通知

　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　　下　川　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当法人が保有する　　　　　様の個人情報について、　　　　　様からの　　　年　　月　　日付けの利用停止の申請について個人情報保護法に基づきご通知申し上げます。

□申請の情報につきまして下記のとおり、利用停止いたしました。（別紙の添付資料も参照下さい）










□利用停止をした日時　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

（注）全部又は一部につき訂正をしない場合につきまして下記にご回答します。
□法第16条第1項に違反する事実はありません。
□法第17条に違反する事実はありません。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・補足説明（法第16条第1項、17条に違反する事実がないことについての若干の説明等）




□法第16条第1項又は同代17条に違反する事実はありましたが以下のとおりの代替措置（一部利用停止を含む）をとらせていただきますので何卒ご理解ください。




　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日
個人情報の消去に関する通知

　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　下　川　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当法人が保有する　　　　　様の個人情報について、　　　　　様からの　　　年　　月　　日付けの消去の申請について個人情報保護法に基づき回答いたします。

□申請の情報につきまして下記のとおり、消去いたしました。（別紙の添付資料も参照下さい）











□消去をした日時　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　日　　
（注）消去をしない場合につきまして下記にご回答いたします。
□法第16条第1項に違反する事実はありません。
□法第17条に違反する事実はありません。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※　補足説明（法第16条第1項、第17条に違反する事実がないことについての若干の説明等）




□法第16条第1項又は同第17条に違反する事実はありましたが、以下のとおりの代替措置（一部消去含む）をとらせていただきますので何卒ご理解ください。





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
個人情報の第三者への提供停止に関する通知

　　　　　　　　　　　様                                              
一般財団法人　創造くまもと
代表理事　下　川　　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当法人が保有する　　　　　様の個人情報について、　　　　　様からの　　　年　　月　　日付けの第三者への提供停止の申請について個人情報保護法に基づき回答いたします。

□申請の情報につきまして下記のとおり提供停止をいたしました。（別紙の添付資料も参照下さい）











□提供停止をした日時　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　
注）第三者提供停止をしない場合につきまして下記にご回答いたします。
□法第23条第1項に違反する事実はありません。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・補足説明（法第23条第1項に違反する事実がないことについての若干の説明等）




□法第23条第1項に違反する事実はありましたが、以下のとおりの代替措置（一部提供停止を含む）をとらせていただきますので何卒ご理解ください。







1

